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社会背景等データ集

I. 交通事故の現状
II. 高齢社会の状況
III. 環境対策を取り巻く状況
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死者数4,611人
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負傷者数981,096人

2011年

負傷者数854,489人

Ⅰ．交通事故の現状Ⅰ．交通事故の現状

2015年までに3,000人以下
（2011年３月第9次交通安全基本計画）

2018年までに2,500人以下
（2010年1月内閣府特命担当大臣談話）

車両安全対策の推進により、
2020年に1,000人削減 (対2010年比)

（2010年交通政策審議会報告）

2015年までに3,000人以下
（2011年３月第9次交通安全基本計画）

2018年までに2,500人以下
（2010年1月内閣府特命担当大臣談話）

車両安全対策の推進により、
2020年に1,000人削減 (対2010年比)

（2010年交通政策審議会報告）

2015年までに死傷者数を70万人以下
（2011年３月第9次交通安全基本計画）

車両安全対策の推進により、負傷者数を
2015年に50,000人削減 (対2005年比)

（2006年交通政策審議会報告）

2015年までに死傷者数を70万人以下
（2011年３月第9次交通安全基本計画）

車両安全対策の推進により、負傷者数を
2015年に50,000人削減 (対2005年比)

（2006年交通政策審議会報告）

死者数削減目標 死傷者数・負傷者数削減目標

全交通事故件数及び負傷者数は、2000年から2005年までの間は高止

まりで、全交通事故件数が９０万件超、負傷者数が１１５万人超となってい
たが、2006年から減少に転じている。一方、死者数は1997年以前からほ
ぼ一貫して減少している。

交通事故死者数減少の全般的な要因としては、道路交通環境の整備、車両の安

全性の確保、救助・救急体制の整備等、交通安全基本計画に基づく諸対策の総合
的な推進によるものと推測されるほか、シートベルト着用率向上、高速走行による
事故の減少、酒気帯び運転などの悪質な事故の減少等が挙げられる。
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警察庁資料等より



Ⅰ．交通事故の現状（年齢別）Ⅰ．交通事故の現状（年齢別）

◎若者の負傷者数は減少
傾向にあるが、高齢者に
ついては依然高水準

◎高齢者は死者及び重
傷者に占める割合が高
い（死者数のうち約半
数が高齢者）

警察庁資料より
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Ⅰ．交通事故の現状（年齢別）Ⅰ．交通事故の現状（年齢別）

◎高齢者は昼間においては自動車乗車中が最も多く、夜間においては歩行
中が特に多い。

警察庁資料より
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大型トラック

9,514

1%

中型・普通ト

ラック

60,269

8%

乗用車

516,015

72%

バス

3,573

1%

二輪車

39,833

6%

その他

84,435

12%

事故発生件数（第一当事者）（2010年）

合計：713,639件

その他には、軽貨物車、自

転車、歩行者等を含む。

大型トラック

243

5%
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ラック

527

11%

乗用車

2,411

51%

バス

27

1%

二輪車

580

12%

その他

914

20%

死亡事故発生件数（第一当事者）（2010年）

合計：4,702件

その他には、軽貨物車、自

転車、歩行者等を含む。
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死亡事故率（第一当事者）（2010年）

その他には、軽貨物車、自転車、歩行者等を含む。

死亡事故率＝死亡事故発生件数／総事故件数
合計：4,702件

Ⅰ．交通事故の現状（車種別）Ⅰ．交通事故の現状（車種別）

「 2010年版交通統計」（ITARDA）より

◎大型トラックの事故件数は比較的少ないが、一旦事故が発生すれば大きな被害を及
ぼす

○車種別事故件数 ○車種別死亡事故件数

○車種別死亡事故率
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Ⅰ．交通事故の現状（状態別）Ⅰ．交通事故の現状（状態別）

◎自動二輪車乗車中を除く全ての状態で減少しており、中でも自動車乗車中の減
少幅が大きい。歩行中死者は4年連続で最多で、自動車乗車中とあわせて全体
の2/3以上を占める。

◎歩行中死者数のうち、高
齢者が全体の７割以上を
占める。

◎歩行中負傷者数のうち、
高齢者と子どもで全体の半
数近くを占める。

警察庁資料より
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◎交通事故件数を事故類型別にみると、追突と出会い頭で全体の約6
割を占めるのを始め、車両相互事故が8割以上を占めている。

Ⅰ．交通事故の現状（事故類型別）Ⅰ．交通事故の現状（事故類型別）

警察庁資料より
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Ⅱ．高齢社会の状況Ⅱ．高齢社会の状況

◎65歳以上高齢者は増加傾向にあり、 2008年には2,822万（22.1%）に達した
◎今後もこの傾向は持続すると予測
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75歳以上人口
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高齢化率（65歳以上）

高齢化率（75歳以上）
高
齢
者
人
口

（千
人
）

年

高
齢
化
率
（％
）

実績値 推計値総数 男 女

総人口
127,692

(100)

62,251

(100)

65,441

(100)

高齢者人口
[65歳以上]

28,216

(22.1)

12,044

(19.3)

16,172

(24.7)

65-74歳
14,998

(11.7)

7,058

(11.3)

7,939

(12.1)

75歳以上
13,218

(10.4)

4,986

(8.0)

8,233

(12.6)

単位：千人（構成率%）
2008年10月1日現在

2009年度「高齢社会白書」（内閣府）より

○高齢者人口の現状 ○高齢者人口の推移
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Ⅱ．高齢社会の状況Ⅱ．高齢社会の状況

◎若年者の免許保有者数は減少傾向にあるが、65歳以上の高齢者は増加傾向にある
◎高齢女性の免許保有者数の増加が特に顕著である

○年齢層別・男女別免許保有者数の推移
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「 運転免許統計」（警察庁）より

平成12年の免許保有者数を100としたときの増減数
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2008 2012 2030
2050

約束期間

「G８洞爺湖サミット議長総括」
・全世界の温室効果ガス排出量を
現状比50％削減

「福田ビジョン（２００８年６月） 」
・日本は、現状比60～80％削減

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（全
体
）

「新・国家エネルギー戦略」
（２００６年５月 経済産業省）
・エネルギー消費効率を少なくと
も30％改善
・運輸エネルギーの石油依存度を

80％程度に

「総理記者会見（２００９年６月）」
・日本の温室効果ガス排出量を
現状比１５%削減するとの中期目
標を発表。
「低炭素社会行動計画
（２００８年７月閣議決定）」
・新車販売のうち２台に１台を次世
代自動車（ハイブリッド、プラグイ
ンハイブリッド、電気、燃料電池、
クリーンディーゼル、ＣＮＧ等）に。

2010
1990

2015年度
燃費基準

「目標達成計画（2006年7月閣議決
定）」(2010年度目標)

・全体： 90年比  6 ％削減
・運輸部門： 90年比 10％増
・クリーンエネルギー自動車（電気、ハイ
ブリッド、水素・燃料電池、天然ガス、
ディーゼル代替ＬＰＧ）目標台数：
（上位）233万台～（下位）69万台

2020

２０５０年に向けて

アプローチの変革が必須

（遅くとも2020年～）

京都議定書 中期目標 長期目標

（２０２０年目標）

（２０５０年目標）

CO2（二酸化炭素）排出量

その他
80%

運輸部門
20%

（2007年度速報値）

自
動
車
約
９
割

Ⅲ．環境対策を取り巻く状況Ⅲ．環境対策を取り巻く状況
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